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    第１章 ダムの運用等 
 
（通則） 
第１条 野村ダムの操作については，野村ダム操作規則（以下「規則」という。）に定めるも

ののほか，この細則の定めるところによる。 
 
（流入量） 
第２条 規則第３条に規定する流入量は，規則第５条に規定する水位の上昇又は低下の割合

から次式により算出するものとする。 
  Ｑｉ＝Ｖ／Ｔ＋Ｑｏ＋ｑ 
              Ｑｉ：流入量（立方メ－トル毎秒） 
              Ｖ ：増加した貯留量（立方メ－トル） 
              Ｔ ：増加に要した時間（秒） 
              Ｑｏ：放流量（立方メ－トル毎秒） 
              ｑ ：分水量（かんがい及び水道用水立方メ－トル毎秒） 

ただし，算定式によって正確な流入量を算定することができないと認められる時は，明

間地点流入量及び四郎谷地点流入量を基礎として修正できるものとする。 

 
（洪水貯留準備水位） 
第３条 規則第８条に規定する洪水貯留準備水位は，当該日の午前９時における水位とする。 
 
（洪水警戒体制） 
第４条 規則第１４条第１項第二号に規定する洪水警戒体制は，次の各号の一に該当する場

合とする。 
 一 野村ダムの流域内（以下「流域内」という。）において総雨量が１５０ミリメ－トルを

超えると予想されるとき。 
 二 流域内において連続雨量が５０ミリメ－トルに達し，さらに時間雨量が２０ミリメ－

トルを超えると予測されるとき。 
 三 台風の中心が，東経１２６度から１３６度までの範囲において，北緯２６度に達した

とき。 
２ 肱川ダム統合管理事務所長（以下「所長」という。）は，規則第１４条の規定により，洪

水警戒体制を執った場合における職員の呼集，作業分担，配置その他の必要な事項をあら

かじめ定めておかなければならない。 
 
（洪水警戒体制時における関係機関への連絡） 
第５条 規則第１５条第一号に規定する関係機関は，別表第１に掲げる機関とする。 
２ 所長は，規則第１５条第一号の規定により連絡する内容，時期及び連絡の手段等につい

て，あらかじめ別表第１に掲げる関係機関と協議しておくものとする。 
 



（洪水に達しない流水の調節） 
第６条 規則第１９条に規定する洪水に達しない流水の調節を行う場合においては，流入量

を限度として，ダムから放流を行うものとする。  
  ただし，規則第１４条第１項に規定する洪水警戒体制にある場合においては，規則第１

７条に規定する洪水調節への円滑な移行ができるよう，その他の場合にあっては，規則第

２５条に規定する下流の既得用水のための放流に支障を与えないよう行うものとする。 
 
（特にやむを得ない理由によるダムからの放流） 
第７条 規則第２２条第１項第三号の規定する特にやむを得ない理由があるときとは，次の

各号の一に該当する場合とする。 
 一 ダム本体及び貯水池等について，調査又は補修を行うため必要があるとき。 
 二 その他特に必要があるとき。 
 
（放流の原則） 
第８条 規則第２４条の規定により，ダムから放流を行う場合において，下流に急激な水位

の変動を生じないよう努めるものとした放流の原則は，次に定める方法を基準とする。 
 

放流の直前におけるダムからの放流量 １０分間の放流量の増加量 
 毎秒１０立方メ－トル未満の場合  毎秒７立方メ－トル以内 
 毎秒１０立方メ－トル以上 
   ５０立方メ－トル未満の場合 

 毎秒１５立方メ－トル以内 

 毎秒５０立方メ－トル以上 
   １００立方メ－トル未満の場合 

 毎秒２０立方メ－トル以内 

 毎秒１００立方メ－トル以上 
   ２００立方メ－トル未満の場合 

 毎秒２８立方メ－トル以内 

 毎秒２００立方メ－トル以上 
   ３００立方メ－トル未満の場合 

 毎秒３４立方メ－トル以内 

 
 ただし，気象，水象その他の状況により特に必要があると認める場合においては，流入

量の時間的な増量と等しい水量を限度として放流を行うことができる。 

２ 所長は、気象、水象その他の理由により，ダム本体又は貯水池等に異常が生じた場合，

その他緊急かつやむを得ない場合においては，前項の規定によらないことができる。 

３ 所長は，気象，水象その他の理由により，ダムによって貯留された流水が，洪水時最高

水位を超えると予想される場合においては，前 1 項の規定によらないことができる。 

 

 
 
 
 
 

 



（洪水警戒体制の解除） 
第９条 所長は，流入量が洪水量以下に減少し，気象，水象その他の状況により洪水警戒体

制を維持する必要がなくなったと認めるときは，規則第２０条の規定により洪水警戒体制

を解除しなければならない。 
２ 所長は，洪水警戒体制を解除したときは，別表第１に掲げる各機関に連絡するものとす

る。 
 
（局長の承認事項） 
第１０条 規則第１７条ただし書きを適用する場合及び第８条２項又は第８条第３項を適用

する場合は，ゲ－ト及びバルブ（以下「ゲ－ト等」という。）の操作の方法について，あら

かじめ四国地方整備局長（以下「局長」という。）の承認を得なければならない。 
 
  第２章 危害防止措置等 
 
（放流に関する通知等を行う場合） 
第１１条 所長は，ダムからの放流を行なう場合で次の各号の一に該当する場合には，規則

第２６条の規定により関係機関に通知するとともに一般への周知を行うものとする。 
 一 コンジットゲ－トから放流を開始するとき。 
 二 ジェットフローゲートからの放流時，荒瀬地点において３０分につき３０センチメ－

トル以上の水位変動が生じるとき。 
 三 第８条第１項に規定する基準を超えて放流するとき。 
 四 第８条第２項の規定により放流を行う場合において，下流に急激な水位の変動を生  

じると予想されるとき。 
五  第８条第３項の規定により放流を行う場合において，下流に急激な水位の変動を生じる

と予想されるとき。 

 六 その他，下流に急激な水位の変動を生じると予想されるとき。 
 
（放流に関する通知等を行う範囲） 
第１２条 規則第２６条に規定する通知すべき関係機関は，別表第１に掲げる機関とする。 
２ 規則第２６条に規定する一般に周知させるため必要な措置は，肱川ダム統合管理事務所

（以下「管理事務所」という。）から鎌田警報所までの区間について行うものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（放流に関する通知等の方法） 
第１３条 規則第２６条に規定する放流に関する通知等は，次の各号に定める方法により行

わなければならない。 
 一 関係機関に対する通知は，第１１条に規定する放流を開始する約１時間前に行うもの

とする。 
 二 第１１条の第五号に関する関係機関に対する通知は，前号に加えて，放流を行う約３

時間前に行うものとする。 
 三 第１１条第一号から第四号及び第六号に関する一般に周知させるため必要な措置は，

別表第２に掲げる警報所等により行うものとする。 
  イ 管理事務所に設置されたサイレンまたはサイレン疑似音の吹鳴は，放流を行う約３

０分前及び放流の直前に行うものとする。 
  ロ 管理事務所以外の警報所等のサイレンまたはサイレン疑似音の吹鳴は，各警報所等

地点の水位が上昇すると予想される約３０分前に行うものとする。 
 四 第１１条第五号に関する一般に周知させるための必要な措置は，別表２に掲げる警報

所等から前号に加え約３時間前に行うものとする。 
 ２ 一般に対する警報車による警報は，各地点の水位が上昇する前に行うものとする。 
 
（サイレンまたはサイレン疑似音の吹鳴の方法） 
第１４条 サイレンまたはサイレン疑似音の吹鳴の方法は，次に定める方法によるものとす

る。 
 一 第１１条第一号から第四号及び第六号の規定により放流を行う場合。 
      （50 秒）  （5 秒）  （50 秒）  （5 秒）  （50 秒） 
       吹 鳴   休 止   吹 鳴   休 止   吹 鳴 
 二 第１１条第五号の規定により放流を行う場合。 
       (10 秒)      （5 秒） 
       吹 鳴      休 止 
     （上記を１５回繰り返し２回行う） 
 
（警報車による警報の方法） 
第１５条 所長は，次に定める方法により警報車による警報を行わなければならない。 
 一 警報車に設置したスピーカーにより放流開始時刻，最大放流量などを一般に周知させる

ものとする。 
 
（放流に関する通知等の内容） 
第１６条 第１３条第一号及び二号に規定する通知は，放流する日時のほか，放流量の見込み
を示して行うものとする。 

 
 
 
 
 
 



    第３章 ゲ－ト等操作の方法 
 
（クレストゲ－トの名称） 
第１７条 クレストゲ－トは左岸側にあるものから順次１号クレストゲ－ト，２号クレス 

トゲ－トというものとする。 
 
（クレストゲ－トの操作方法） 
第１８条 クレストゲ－トは，次の各号に掲げる場合を除き，常に閉塞しておくものとする。 
 一 クレストゲ－トの操作により放流を行う必要があるとき。 
 二 規則第２８条第１項の規定により，クレストゲ－トの点検又は整備を行う必要があ  

るとき。 
 三 その他，特に必要があるとき。 
２ クレストゲ－トを操作する場合においては，規則第２８条第１項の規定により，クレス

トゲ－トの点検又は整備を行う場合を除き，開くときは，１号クレストゲ－ト，２号クレ

ストゲ－トの順に操作するものとし，閉じるときにあっては，その逆順に操作するものと

する。 
 
（クレストゲ－トの操作の開度） 
第１９条 クレストゲ－トの一回の操作の開度は，３０センチメ－トル以内とする。 
 
（クレスト予備ゲ－トの操作方法） 
第２０条 クレスト予備ゲ－トは，次の各号に掲げる場合を除き，常に全開しておくものと

する。 
 一 規則第２８条第１項の規定により，クレストゲ－ト又はクレスト予備ゲ－トの点検  

又は整備を行うため必要があるとき。 
 二 その他必要があるとき。 
２ クレスト予備ゲ－トを操作する場合には，クレストゲ－トが閉塞された後に操作するも

のとする。 
３ クレスト予備ゲ－トは，操作の必要が認められなくなった場合には，速やかに所定の位

置に格納するものとする。 
  
（コンジットゲ－トの操作方法） 
第２１条 コンジットゲ－トは，次の各号に掲げる場合を除き，常に閉塞しておくものとす

る。 
 一 コンジットゲ－トの操作により放流を行う必要があるとき。 
 二 規則第２８条第１項の規定により，コンジットゲ－ト又はコンジット予備ゲ－トの 

点検又は整備を行うため必要があるとき。 
 
（コンジットゲ－トの操作の開度） 
第２２条 コンジットゲ－トの一回の操作による開度は，３０センチメ－トル以内とする 

ものとする。 



（コンジット予備ゲ－トの操作方法） 
第２３条 コンジット予備ゲ－トは，次の各号に掲げる場合を除き，常に全開しておくもの

とする。 
 一 規則第２８条第１項の規定により，コンジットゲ－ト又はコンジット予備ゲ－トの  

点検又は整備を行うため必要があるとき。 
 二 その他必要があるとき。 
２ コンジット予備ゲ－トは，常に全開又は全閉しておくものとし，半開の状態にしておか

ないものとする。 
３ コンジット予備ゲ－トを操作する場合においては，コンジットゲ－トが閉塞された 後

に操作するものとする。 
４ コンジット予備ゲ－トは，操作の必要が認められなくなった場合には，速やかに所定の

位置に格納するものとする。 
 
（選択取水設備のゲ－トの操作方法） 
第２４条 選択取水設備のゲ－トは，一定の流入水深を保つように操作するものとする。 
 ただし，水象等の状況により必要があると認めるときはこの限りでない。 
 
（導水管補修用ゲ－ト操作方法） 
第２５条 導水管補修用ゲ－トは，次の各号に掲げる場合を除き，常に全開しておくものと

する。 
 一 規則第２８条第１項の規定により，導水管補修用ゲ－ト，導水管又は導水管に付属  

するゲ－ト及びバルブの点検又は整備を行うため必要があるとき。 
 二 その他必要があるとき。 
２ 導水管補修用ゲ－トは，常に全開又は全閉しておくものとし，半開の状態にしておかな

いものとする。 
３ 導水管補修用ゲ－トを操作する場合には，放水管予備ゲ－ト及び１号仕切弁を閉塞した

後に操作するものとする。 
４ 導水管補修用ゲ－トは，操作の必要が認められなくなった場合には，速やかに所定の位

置に格納するものとする。 
 
（放水管ゲ－トの操作方法） 
第２６条 放水管ゲ－トは，次の各号に掲げる場合に使用する。 
 一 規則第２２条第１項に該当する場合において，ダムから放流を行うとき。 
 二 規則第２８条第１項の規定により，放水管ゲ－ト又は放水管予備ゲ－トの点検又は  

整備を行うため必要があるとき。 
 三 その他必要があるとき，放水管ゲート放流可能量の範囲で放流（水位維持放流） 
 



（放水管予備ゲ－トの操作方法） 
第２７条 放水管予備ゲ－トは，次の各号に掲げる場合を除き，常に全開しておくものとす

る。 
 一 規則第２８条第１項の規定により，放水管ゲ－ト又は放水管予備ゲ－トの点検又は整

備を行うため必要があるとき。 
 二 その他必要があるとき。 
２ 放水管予備ゲ－トは，常に全開又は全閉しておくものとし，半開の状態にしておかない

ものとする。 
  
（放水管バルブの操作方法） 
第２８条 放水管バルブは，次の各号に掲げるときに操作するものとする。 
 一 規則第２５条の規定により，別表第３に掲げる水量を放流するとき。 
 二 規則第２８条第１項の規定により，放水管バルブ又は放水管予備バルブの点検又は整

備を行うため必要があるとき。 
 三 その他必要があるとき。 
 
（放水管予備バルブの操作方法） 
第２９条 放水管予備バルブは，次の各号に掲げる場合を除き，常に全開しておくものとす

る。 
 一 規則第２８条第１項の規定により，放水管バルブ又は放水管予備バルブの点検又は整

備を行うため必要があるとき。 
 二 その他必要があるとき。 
２ 放水管予備バルブは，常に全開又は全閉しておくものとし，半開の状態にしておかない

ものとする。 
 
（仕切弁の名称） 
第３０条 仕切弁は，放水管バルブ分岐管の直前にあるものを１号仕切弁，直後にあるもの

を２号仕切弁というものとする。 
 
（１号仕切弁の操作方法） 
第３１条 １号仕切弁は，次の各号に掲げる場合を除き，常に全開しておくものとする。 
 一 規則第２８条第１項の規定により，導水管及び放水管予備バルブ，又は２号仕切弁  

の点検又は整備を行うため必要があるとき。 
 二 その他必要があるとき。 
２ １号仕切弁は，常に全開又は全閉しておくものとし，半開の状態にしておかないものと

する。 
 



（２号仕切弁の操作方法） 
第３２条 ２号仕切弁は，次の各号に掲げる場合を除き，常に全開しておくものとする。 
 一 規則第２８条第１項の規定により，導水管，水車入口弁又は水車の点検又は整備を  

行うため必要があるとき。 
 二 その他必要があるとき。 
２ ２号仕切弁は，常に全開又は全閉しておくものとし，半開の状態にしておかないものと

する。 
 
（水車入口弁の操作方法） 
第３３条 水車入口弁は，次の各号に掲げる場合を除き，常に全開しておくものとする。 
 一 水車停止時 
 二 規則第２８条第１項の規定により，水車入口弁又は水車の点検又は整備を行うため  

必要があるとき。 
 三 その他必要があるとき。 
 
 （水車案内羽根の操作方法） 
第３４条 水車案内羽根は，次の各号に掲げる場合を除き，規則第２２条第１項に該当する

場合においてダムから放流を行うとき，毎秒１．６立方メ－トルを限度として放流するよ

う操作するものとする。 
 一 規則第２８条第１項の規定により，水車入口弁，水車案内羽根又は水車の点検又は  

整備を行うため必要があるとき。 
 二 その他必要があるとき。 
 
 
   第４章 点検，整備等 
 
（計測，点検及び整備） 
第３５条 所長は，規則第２８条第２項に規定する計測は，別に定める調査測定基準により，

点検及び整備は別に定める点検整備基準により行うものとする。 
２ 所長は，ダム堤体底部に設置した地震計により観測された加速度が２５ガルを超えたと

き，又は松山地方気象台により発表された気象庁震度階が４以上の地震が発生したときは，

別に定めるところにより臨時の点検を行わなければならない。 
 一 ダム本体及び貯水池 
 二 ゲ－ト等 
 三 ゲ－ト等を操作するため必要な機械及び器具 
 四 警報設備，電気設備，通信設備及び観測設備 
 五 船舶及び車輛 
 六 その他の設備及び資材 
 



（観測） 
第３６条 規則第２９条に規定する観測は，第３５条に定める調査測定規準により行うもの

とする。 
 一 気象 
 二 水象 
 
（ゲート等の操作の記録） 
第３７条 規則第３０条に規定するゲート等を操作した時に記録すべき事項は、次の各号に掲

げる事項とする。 
 一 気象及び水象の状況。 
 二 ゲート等の操作の事由，操作したゲート等の名称，ゲート等の操作を開始及び終了した

時刻，ゲート等の開度，ゲート等の操作による放流量並びに水位の変動。 
 三 ダムからの放流に伴う一般に周知させるための措置及び関係機関への通知に関する事項。 
 四 その他，特記すべき事項。 
２ 規則３０条に規定する記録は，前項各号に定めるもののほか，第３５条に規定する計測，

点検及び整備を行った結果及び第３６条の規定により観測した結果について行うものとする。 
 
（報告事項） 
第３８条 所長は，次の各号に掲げる場合においては，速やかにその状況を局長に報告しな

ければならない。 
 一 規則第１４条の規定により洪水警戒体制を執ったとき及び規則第２０条の規定によ  

り洪水警戒体制を解除したとき。 
 二 規則第１７条の規定により洪水調節を行ったとき。 
 三 ダム本体，付属設備，貯水池及び貯水池の上下流に異常を認めたとき。 
 四 第３５条第２項による地震が発生したとき及び臨時の点検を行ったとき。 
 五 貯水池において水質事故が発生したとき。 
 六 その他，必要と認めるとき。 
 
（管理年報の作成） 
第３９条 所長は，別に定めるところにより管理年報を作成しなければならない。 
 
（検査） 
第４０条 所長は，別に定めるところにより必要に応じてダム本体，貯水池及びダムに係る

施設等の検査を実施するものとする。 

 



   第５章 雑 則 
 
（実施要領） 
第４１条 規則及びこの細則に定めるもののほか，規則及びこの細則の実施のため必要な手

続きその他の要領は所長が定めることができる。    
２ 局長は細則を変更した場合は，ダム使用権者に報告しなければならない。 
 
附 則 
 この細則は，令和５年６月１６日から適用する。 



   別表 第１ （第５条，第６条及び，第１２条関係） 
 
 
                 関  係  機  関 
 

関 係 機 関 所   在   地 通知方法 

 
国土交通省 
四国地方整備局 

 
高松市サンポート３番３３号 

 
マイクロ 

 
四国地方整備局 
大洲河川国道事務所 
 

 
 
大洲市中村２１０ 

 
 

マイクロ 

 
四国地方整備局 
肱川緊急治水対策河川事務所 
 

 
 
大洲市中村２１０ 

 
 

マイクロ 

 
愛媛県 
西予土木事務所 
 

 
 
西予市宇和町卯之町５丁目１７５番地３ 

 
宇和局 (0894) 
６２－１３３１ 

 
四国地方整備局 
肱川ダム統合管理事務所 
鹿野川ダム管理支所 
 

 
 
大洲市肱川町山鳥坂２８０番地 

 
マイクロ 

 
西予市野村支所 
 
 

 
西予市野村町野村１２号６１９ 

 
野村局 (0894) 
７２－１１１１ 

 
西予警察署野村交番 
 
 

 
西予市野村町野村１２号１５３ 

 
野村局 (0894) 
７２－０１１０ 

 
西予市消防署野村支署 
 
 

 
西予市野村町野村１２号７４４ 

 
野村局 (0894) 
７２－０１１９ 

 
ＮＨＫ松山放送局 
 
 

 
松山市堀之内５番地 

 
松山局 (089) 

９２１－１１１７ 
 



   別表 第２ （第１３条第三号及び四号関係） 
 
 
              警 報 所 等 
 

名  称 所  在  地 種 別 能 力 

 
 

肱 川 ダ ム 統 合 
管 理 事 務 所 
 

 
 
野村町野村 8-153-1 

 
サ イ レ ン 
スピ－カ－ 

 
２．２kW 
５０ W 

 
地  ケ  野 
 

 
野村町野村 8-60-4 

 
スピ－カ－ 

 
５０ W 

 
下  駄  場 
 

 
野村町野村 7-60-4 

 
スピ－カ－ 

 
５０ W 

 
 
上     宮 
 
 

 
 
野村町野村 4-105-3 

 
サ イ レ ン 
スピ－カ－ 

 
２．２kW 
５０ W 

 
 
渦     尻 
 
 

 
 
野村町野村 4-3-2 

 
電 光 ２ 面 
サ イ レ ン 
スピ－カ－ 

 
 

２．２kW
５０ W 

 
 
古     市 
 

 
 
野村町野村 15-17-3 

 
サ イ レ ン 
スピ－カ－ 

 
２．２kW 
５０ W 

 
阿     下 
 

 
野村町阿下 6-174-4 

 
スピ－カ－ 

 
５０ W 

 
蔵     良 
 

 
野村町蔵良 183-2 

 
スピ－カ－ 

 
５０ W 

 
 
岡     成 
 
 

 
 
野村町蔵良 862-2 

 
サ イ レ ン 
スピ－カ－ 

 
２．２kW 
５０ W 

 
川     平 
 

 
野村町大西 1321-2 

 
スピ－カ－ 

 
５０ W 

 
 
鎌     田 
 
 

 
 
野村町鎌田 499-2 

 
サ イ レ ン 
スピ－カ－ 

 
２．２kW 
５０ W 

 
 



   別表 第３ （第２８条関係） 
 
 
               放水管バルブからの放流量 
                               （立方メ－トル毎秒） 
 

 
 

期   間 
 

 
かんがい期 

５月１日から９月３０日 
 

 
非かんがい期 

１０月１日～翌年４月３０日 
 

 
 

放 流 量 
 

 
０．２２６ 

（限度として） 
 

 
０．０５０ 

（限度として） 
 

 
 


